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[１] Ｍ＆Ａに関する日刊工業新聞社の調査結果 (62 年 6 月１５日 上場企業および大
手非上場企業対象) 
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週 2 回 









1 2 3 … 









X：現状（例えば月 2 回の収集）の資源化割合 
Y：仮に週 3 回に変更した場合の資源化割合 




これにより収集回数を週 3 回に増加した場合に削減される可燃ごみの量 B(t)は以下の通
りに表される． 
 
B(t)=A’(t) – A(t) 















































は，例えば収集回数の変更であれば，月 1 回，月 2 回，資源ごみの常設回収箱の設置であ
れば，設置場所としてスーパー，公民館等と言ったような，オプションが存在する．これ
らのことより，ｉを施策番号，ｊをオプション番号とし，各施策をＸｉｊと変数化すると，






𝑖=1  但，Fiはその施策の総便益 
制約条件：予算 ≧ ∑ ∑ ｂ𝑖𝑗Ｘ𝑖𝑗𝑚𝑗=1
𝑛
𝑖=1  但，bijは施策 i のオプション j を実施
した時の費用 
 
Ｘij=0,1  各施策のオプションは実施するかしないかである. 


















７に於ける下 2 問をまとめて問 5 として実施）を各種類のごみに関して行った．また，そ
の実施要領は以下の通りである． 
 
























現在(週1回) 月１回 月２回 月３回 週１回 週２回 週３回
0 1 6 3 2 1 1 1
10 5 4 4 5 5 4 4
20 3 4 6 2 3 2 2
30 3 2 2 3 3 3 2
40 0 1 1 1 0 1 2
50 3 2 3 4 3 3 2
60 0 0 0 2 0 0 0
70 3 1 1 1 3 2 1
80 6 5 5 4 6 5 6
90 9 8 8 9 9 9 9
100 9 9 9 9 9 12 13
42 42 42 42 42 42 42
分別割合(%)
問５
月１回 月２回 月３回 週１回 週２回 週３回






































































各値 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0
目的関数 -1182 -535.7 186.0111 -51 -601.025 -501 490.1389 106 -454.012 99.89 676 = 最大
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17年度全国大会 60th JSCE Annual Meeting，第 60回年次学術講演会公演概要，pp.643-644 
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まず, 民間企業と行政における原価管理の相違であるが, これは, これまで行政におい
ては, 単価計算は行ってきたが, “原価計算”を行ってこなかったということに尽きると
思われる. つまり, 行政において原価計算が行われてこなかったために、業務が効率化さ 
れない一因となっていると考える. また, 他の自治体が ABC 分析を用いて経営分析してい
る手法と本研究における原価管理システムとの相違について述べるならば, これまで ABC
分析を用いて経営分析や原価管理を行ってきた自治体では, “活動”の捉え方にバラツキ
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［4］ 総務省自治局.：平成 20 年度地方公共団体における行政評価の取組状況. 
http://www.soumu.go.jp/（２００９） 
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$rthen:方針決定 3号機投入:事実削除 一般大型:事実削除 全体組立:事実削除 prog1:事実削除 prog3:}
{$rif:一般小型:全体組立:prog1:prog3:
$rthen:方針決定 1号機投入:事実削除 一般小型:事実削除 全体組立:事実削除 prog1:事実削除 prog3:}
{$rif:Cu-Cr:一般大型:負荷方式:
$rthen:方針決定 Cu-Cr一般大型前詰め:事実追加 Cu-Cr一般大型前詰め:事実削除 負荷方式:}
{$rif:Cu-Cr:Cu-Cr一般大型前詰め:Cu-Cr生産不能ロット発生:














































































































専 門 家 の ス ケ ジ ュ ー ル
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い中資料等の準備や打合せ等大変なご協力を頂きました．本論文中では，来るべき行政経
営に向けて現状を批判的に述べた部分もありますがそれは本論中でも示したように行政組
織一般に言えることであって両組織のみに於ける特異なことではないことを改めてここに
記しておきます．この点を改めて振り返ると，両組織だからこそ研究を理解して頂け惜し
みなくご協力頂けたと思っております．そして，行政に関わる研究では那須研出身であり
現香南市市役所員である刈谷 剛氏及び現名古屋大学大学院生宮田将門氏にも多大なご協
力を頂きました．誠に有り難うございました． 
ここで，お世話になった全員の方のお名前を表すことができなく大変残念ではあります
が厚く支援をして下さった秘書の皆様，声援を送ってくれた坂本研の学生諸君そして家族
の中でも学位取得を喜んでくれた娘茉由にここに感謝致します． 
